別紙１　予算要求資料・事業評価調書
予算要求資料
平成２５年度当初予算　　　支出科目　款：民生費　　項：社会福祉費　　目：老人福祉費
	事業名:介護基盤緊急整備特別対策事業（交付金事業）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　　　　健康福祉部　高齢福祉課　施設係　電話番号：058-272-1111（内2597）

　　　　　　　 E-mail：c11215@pref.lg.jp
	事業費


　要求額：1,201,785千円（前年度予算額：706,473千円）

	要求内容


	１　要求の内容


　社会的ニーズの高い介護保険関連施設等のうち、市町村が介護保険の事業所指定を行う小規模施設等について、岐阜県第５期介護保険事業支援計画(平成24～26年度)に基づいた整備を推進し、施設利用待機者の早期解消を図る。
　また、認知症高齢者グループホーム等の小規模施設について防災改修等の事業に対する助成を行い、安全対策の強化を支援する。

　平成21年度に造成した「介護基盤緊急整備等臨時特例基金」を活用し、介護基盤等の整備に係る費用を助成する。

	２　所要経費


（１）所要額

　　補助金　　1,201,785千円

（２）補助単価

ア　介護基盤の緊急整備特別対策事業
　　①地域密着型特別養護老人ホーム（定員２９名以下）  2,600千円/床

　　②老人保健施設（定員２９名以下）　　　　　　　　 32,500千円/施設

　　③認知症高齢者グループホーム　　　　　　　　　　 19,500千円/施設

　　④小規模多機能型居宅介護事業所 　　　　　　　　　19,500千円/施設

　　⑤認知症対応型デイサービスセンター 　　　　　　　10,000千円/施設

　　⑥定期巡回・随時対応型訪問看護介護事業所　　　　  5,000千円/施設　等

イ　認知症高齢者グループホーム等防災改修等支援事業
　　○認知症高齢者グループホーム　　 　　　　 　　　  5,000千円/施設　等
（３）財源等
岐阜県第５期介護保険事業支援計画(平成24～26年度)に見込まれる事業のうち、平成25年度整備分について、平成21年度に創設した岐阜県介護基盤緊急整備等臨時特例基金の残額により対応する。

（４）実施主体

　　市町村（社会福祉法人等が整備する施設への助成）
	決定額の考え方


　
	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	706,473
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	※
706,473

	要求額
	1,201,785
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	※

1,201,785

	決定額
	1,201,785
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,201,785


· 介護基盤緊急整備等臨時特例基金
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	岐阜県第５期介護保険事業支援計画に基づいた特別養護老人ホーム等の整備を推進し、施設利用待機者の早期解消を図る。また、認知症高齢者グループホーム等の小規模施設について防災改修等の事業に対する助成を行い、安全対策の強化を支援する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	岐阜県第５期介護保険事業計画に係る整備事業、又は防災改修を希望する施設に係る整備事業が対象となるため、独自に指標を設定することは困難。



（平成24年度の取組）

	　介護基盤の緊急整備特別対策事業

　・　地域密着型特別養護老人ホーム　２施設　５８床
　・　認知症対応型グループホーム　　６施設　６６床

　・　小規模多機能型居宅介護事業所　３施設

　認知症高齢者グループホーム等防災改修等支援事業

　・　認知症対応型グループホーム　　５施設


（平成24年度の成果）

	　第５期計画の初年度である平成２４年度において、特養等の施設整備を進めることができた。
　また、施設の防災改修事業に補助することにより、入所者の安全対策の強化につながった。



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	　高齢者、要介護者の増加に伴い特別養護老人ホームの入所待機者も増加しており、また、県政世論調査においても「特別養護老人ホーム等の施設に入所するサービス」を望む声が多いため、事業の必要性は高い。


	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	　介護保険事業（支援）計画に従った特別養護老人ホーム等の整備が進み、待機者が着々と入所していることから事業の成果はあがっている。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	　補助事業計画の事前審査に時間を要するため、早めに審査を行うことにより効率化を図っている。


（今後の課題）

	補助事業が平成２５年度で終了するため、本年度の整備計画については速やかに実行する必要がある。


（次年度の方向性）
	補助事業終了後、国の交付金を活用し、整備計画を着実に実行する。


